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島唄地域の産業構造と産業廃棄物

大城肇

１はじめに

現代の産業社会では、人間は周りの環境から入手した資源・エネルギーを

inputsとして投入し、人間の経済活動に有用なoutputsを産出する一連のプ

ロセスにおいて、多様な有害・無害の廃棄物を排出し、自然環境や人間生活

に負荷を与え続けてきた。そして、その影響はローカル・レベルからグロー

バル・レベルまで広範かつ重層的に及んでいる。いまやこれら環境問題への

取り組みは、一国・－地域から国際的協調が必要な段階にきている。

このような環境問題の広がりに対して、わが国の環境法規が公害対策基本

法（昭和42年法律第132号）及び自然環境保全法（昭和47年法律第85号）か

ら環境基本法（平成５年法律第91号）に取って代わったのは、ブラジル・リ

オでの環境と開発に関する国連会議（UNCED・地球サミット、1992年）後

の1993（平成５）年になってからである。環境基本法は、「環境の保全に関

する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及び将来の国民の健康で

文化的な生活の確保に寄与するとともに人類の福祉に貢献することを目的｣(1)

として、定められた法律である。

環境基本法は、環境保全についての基本理念及び施策の基本事項を定め、

国、地方公共団体、事業者及び国民の責務を明らかにしている。環境基本法

の環境保全に関する基本理念は、次の三本柱から構成されている。

①現在及び将来の世代の人間が健全で恵み豊かな環境の恵沢を享受すると

ともに、人類の存続の基盤である環境が将来にわたって維持されること。

（環境基本法第３条）

②健全で恵み豊かな環境を維持しつつ、環境への負荷の少ない健全な経済

の発展を図りながら持続的に発展することができる社会を構築すること。
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（同法第４条）

③わが国の能力を生かし、国際社会におけるわが国の占める地位に応じて、

国際的協調の下に積極的に地球環境保全を推進すること。（同法第５条）

すなわち、環境基本法の目指す究極の社会像は、環境低負荷型社会であり、

持続可能な社会である。あるいは、循環型社会といってもよい。社会システ

ムなり産業社会概造なりを変えていくことによって、環境の保全を図り、持

続可能な社会の実現を図っていこうとするところに、環境基本法の理念があ

る。同法の第15条に基づいて環境基本計画が策定されているが、後述するよ

うに、環境保全のための施策展開に当たっての数値目標は設定されていない。

具体的な数値目標の設定や円滑なリサイクルの推進、産業廃棄物処理場の

整備、さらには産業廃棄物そのものの発生抑制等々、実効性のある環境政策

を進めていく上で、環境問題の数鼠的把握は必要不可欠なものとなろう。

本小稿では、以上の問題意識の下で、人間の活動によって環境に加えられ

る影響、すなわち環境への負荷のうち、沖縄県という島喚地域の産業廃棄物

に限って、産業構造との関わりを産業連関分析の手法を用いて分析する。こ

こでの一連の分析は、島喚という閉じた空間における環境共生的発展モデル

の構築のための予備的考察でもある。

２環境基本計画と廃棄物・リサイクル対策

（１）環境基本計画の体系

環境基本計画（平成６年総理府告示第34号）は、第15条第１項の規定に基

づいて策定されているが、その内容として、次に掲げる事項について定める

こととなっている。(2)すなわち、

①環境の保全に関する総合的かつ長期的な施策の大綱

②前号のほか、環境保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため

に必要な事項
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上記①及び②を内容とする環境基本計画の作成者は内閣総理大臣であり、

中央環境審議会にその計画案を諮り、閣議において決定する。平成６年12月

に策定された現行の環境基本計画は、以下のような構成になっている。

前文

第１部計画策定の背景と意義

第２部環境政策の基本方針

第３部施策の展開

第１章環境への負荷が少ない循環を基調とする経済社会シ

ステムの実現

第２章自然と人間との共生の確保

第３章公平な役割分担の下でのすべての主体の参加の実現

第４章環境保全に係る共通的基盤的施策の推進

第５章国際的取組の推進

第４部計画の効果的実施

（２）環境政策の基本方針

環境基本計画の第２部第１節～第３節に従って、わが国の環境政策の基本

方針をまとめておこう。環境基本計画は、まず、環境について以下のような

基本的な認識を示している。

◇環境は、生態系が微妙な均衡を保つことにより成り立っており、人類の

存続の基盤である。

◇限りある環境は、ひとり人類のみならずすべての生命を育む剛台である。

◇人類は、生存の基盤としての環境を将来の世代と共有している。

◇環境の持つ特性やその価値の全貌については、いまだ人類のうかがい知
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れない多くの部分が存在する。

環境基本計画では、環境をすべての生命の生存の基盤として捉え、さらに

地球規模的な空間的広がりと将来世代を視野に入れた時間的広がりで捉えて

いるのが特徴である。また、今日の人間活動による環境への負荷の集積の原

因を文明論的に捉えているのも特徴である。すなわち、産業革命後の工業文

明によって、大量生産・大量消費・大愚廃棄型の社会経済活動や生活様式が

定着し、人間活動が飛曜的に拡大した結果、地球環境と次世代に対して取り

返しのつかない影響を及ぼしつつあるという認識である。ここから、これま

での経済社会システムや生活様式のあり方を問い直し、低負荷かつ循環型の

持続的経済社会システムの構築をうたっている。

以上のような認識のもとで、環境政策について以下のような基本方針を示

している。

「我々は、健全で恵み豊かな環境が人間の健康で文化的な生活に不可欠で

あることにかんがみ、環境の恵沢を現在及び将来の世代が享受できるように

していかなければならない。同時に、人類共有の生存基盤である有限な地球

環境は、将来にわたってこれを維持していかなければならない。その際には、

自然の摂理と共に生きた先人の知恵も受け継ぎつつ、現代の文明のあり方を

問い直し、生産と消費のパターンを持続可能なものに変えていくことが肝要

である。（中略）

このためには、科学的知見の充実の下に、予見的アプローチを用い、環境

への負荷が環境の復元能力を超えて重大な、あるいは取り返しのつかない影

響を及ぼすことがないようにするとともに、生産活動等において自然の物質

循環を活用しつつ、人間が多様な自然・生物と共に生きることを確保する必

要がある。」(３）

(3)環境政策の長期目標

環境基本計画は、「循環｣、「共生｣、「参加」及び「国際的取組」が実現さ
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れる社会を構築することを長期的な目標としている。キーワードである「循

環｣、「共生｣、「参加」及び「国際的取組」は、それぞれ以下の内容を内包し

ている。(4)

〈循環〉「経済社会システムにおける物質循環をできる限り確保す

ることによって、環境への負荷をできる限り少なくし、

循環を基調とする経済社会システムを実現する。」

<共生〉「保護あるいは整備等の形で環境に適切に働きかけ、その

賢明な利用を図るとともに、様々な自然とのふれあいの

場や機会の確保を図るなど自然と人との間に豊かな交流

を保つことによって、健全な生態系を維持・回復し、自

然と人間との共生を確保する。」

<参加〉「あらゆる主体が、人間と環境との関わりについて理解し、

汚染者負担の原則等をふまえ、環境へ与える負荷、環境

から得る恵み及び環境保全に寄与し得る能力等それぞれ

の立場に応じた公平な役割分担の下に、相互に協力・連

携しながら、環境への負荷の低減や環境特性に応じた賢

明な利用等に自主的積極的に取り組み、環境保全に関す

る行動に参加する社会を実現する。」

<国際的取組〉「我が国は、環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社

会を率先して構築するにとどまらず、その持てる能力を

活かすとともに、我が国の国際社会に占める地位に応じ

て、地球環境を共有する各国との国際協調の下に、地球

環境を良好な状態に保持するため、国のみならず、あら

ゆる主体が積極的に行動し、国際的取組を推進する。」

二れらのキーワードによって想定される社会は、環境低負荷型社会であり、これらのキーワードによって想定される社会は、

循環型持続可能社会である。
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（４）廃棄物・リサイクル対策

廃棄物・リサイクル対策は、環境基本計画の第３部（施策の展開）の第１

章（環境への負荷が少ない循環を基調とする経済社会システムの実現）第４

節において、①廃棄物の発生抑制、②適正なリサイクルの推進、③廃棄物の

適正な処理の推進について展開されている。

物質的豊かさを追求してきたこれまでの経済社会の価値観は、大量生産・

大量消費・大量廃棄の産業活動や生活様式を定着させてきた。その結果、廃

棄物の量の増大・質の多様化を招き、最終処分場の処理容量の逼迫をもたら

している。

環境基本計画は、「製品の開発、製造、輸入、流通、消費、排出、回収、

再生利用の各段階において、廃棄物の発生を抑制し、リサイクルを推進する

誘因が得られるような経済社会システムの構築を進めていく必要がある。」(`）

と述べているが、廃棄物・リサイクル対策の考え方は以下のようにまとめる

ことができる。

①廃棄物の発生抑制

②使用済み製品の再使用

③再生資源の回収・利用の促進

④発生した廃棄物の適正な処理

⑤廃棄物・リサイクル対策に関する責任やコストの公平な負担

３沖縄県の産業廃棄物の実態

（１）廃棄物処理法と産業廃棄物統計

産業連関分析手法を用いて産業廃棄物の分析を進めるに当たって、産業廃

棄物統計が整備されているかどうかは、大きな関心事である。産業廃棄物の

発生量・排出量の低減と有効再利用等を図る上で、その実態が明らかになる

一次統計の整備が必要であるが、その喫緊なニーズにも関わらず、産業廃棄
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物統計の整備は必ずしも十分ではない。

現在、島喚県・沖縄の産業廃棄物に関する統計は、「沖縄県産業廃棄物実

態調査報告書」（平成８年３月、沖縄県環境保健部）において包括されてい

る。本報告書は、島喚県・沖縄の産業廃棄物の実態をかなりの程度明らかに

してくれる点は高く評価できるが、農業、漁業、林業、金融・保険・不動産

業等の産業分野について網羅していないこと、１トン未満や１トン以上千ト

ン未満のデータについては不記載であることなど、必ずしも整合的な統計を

含んではいない。実証分析に堪え得るような産業廃棄物統計の作成は、十分

とはいえない状況にある。このような状況は、全国的に見てもいえることで

ある。

上記調査報告書は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第

137号。廃棄物処理法または廃掃法ともいう。）の第11条に定める産業廃棄

物処理計画を策定するための基礎資料を得る目的のために、実施した調査の

結果をまとめたものである。

廃棄物処理法は、

◇廃棄物の排出の抑制

◇廃棄物の適正な処理（分別、保管、収集、運搬、再生、処分等）

◇生活環境の清潔化

によって、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的に制定され

ている｡(⑪同法における廃棄物処理の基本は、①国内において生じた廃棄物

は、なるべく国内において適正に処理すること、②国外において生じた廃棄

物は、国内における廃棄物の適正な処理に支障が生じないよう、その輸入を

抑制することである。後者②は、貿易の制限措置として、経済的理由よりも

環境上の配慮が優先されるケースの一つである。

廃棄物処理法では、廃棄物を一般廃棄物と産業廃棄物に分けている。産業

廃棄物は、さらに法令で定める19種類の産業廃棄物(α)と５種類の特別管理

産業廃棄物(6)と輸入産業廃棄物(c)に分けられる。（α)～(c)の具体的な内容
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Iま以下の通りである。

（α）産業廃棄物

①紙くず、②木くず、③繊維くず、④動・植物残律、⑤ゴムくず、

⑥金属くず、⑦ガラスぐず・陶磁器くず、⑧鉱さい、⑨建設廃材、

⑩動物の糞尿、⑪動物の死体、⑫ぱいじん、⑬汚泥、⑭廃油､⑮廃酸、

⑯廃アルカリ、⑰廃プラスチック類、⑱燃え殻、

⑲コンクリート同型化物

（６）特別管理産業廃棄物

①廃油（揮発油、灯油類、軽油類）

②廃酸（pH2.0以下）

③廃アルカリ（pH12.5以上）

④感染性産業廃棄物

⑤特定有害産業廃棄物

（c）輸入産業廃棄物

①航行廃棄物（し尿その他廃棄物）

②携帯廃棄物（ゴミその他廃棄物）

本稿では、これら産業廃棄物のうち、（α)を中心とした上記報告書のデー

タを用いて分析を進めることにする。

（２）沖縄の産業廃棄物の実態

本項では、199k4年４月１日から1995年３月31日までの間になされた調査結

果をまとめた沖縄県環境保健部（1996）の資料を基に、１９９４（平成６）年度

の沖縄県における産業廃棄物の実態を概観する。したがって、調査の目的、

方法、対象、回収率等については、沖縄県環境保健部（1996）に譲ることに

して、ここでは触れないことにする。ただし、農業をはじめとする上述の若

干の産業分野に対するアンケート調査は実施されておらず、農業に関しては

県の関係部局の資料を基に、別途、推計されている。
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1994年度の沖縄県の事業所内で発生した産業廃棄物の発生量は、2,664千

トン/年であり、前回調査の1987年度の2,758千トン/年と比べると、3.4％

(94千トン/年）の減少を示した（図１)｡(7)主に建設業の建設廃材や製造業

の動・植物性残置等の減少によるものである。９４年度の発生量を業種別に見

ると、建設業（40.9％)、製造業（29,5％)、電気・水道業（20.5％）鉱業

(8.3％）等で大きい。種類別に見ると、建設廃材（建設業・35.0％)、汚泥

(電気・水道業、製造業等．33.9％)、動・植物性残置（製造業・12.0％）等

が高い割合を占めている。これら３種で全体の81％を占めている。

産業廃棄物の発生量のうち中間処理されることなく、自ら利用し又は他に

有償で売却した量を有価物量といい、再利用壁と併せて資源化量として定義

されるが、1994年度の有価物量は376千トン/年であった。これは、発生量の

14.1％に当たり、残りの85.9％（2,288千トン/年）が産業廃棄物の排出量で

ある。

2,288千トン/年の排出量のうち、自己中間処理されることなく無償譲渡等

により有効に利用された量は未処理有効利用量といわれるが、それは排出量

の6.3％に相当する143千トン/年であった｡これは、自己減量後の利用量と

併せて有効利用量として把握される。排出量の35.8％に相当する820千トン／

年が自己中間処理量であり、そのうち自己減量化量は532千トン/年（排出量

の23.3％、自己中間処理量の64.9％）であったから、自己中間処理後量は288

千トン/年(排出量の12.6％）となる。未処理有効利用量と自己中間処理量を

除く残りの1,325千トン/年（57.9％）が自己未処理量となる。この自己未処

理量と自己中間処理後量を加えたものが自己減量後量であり、1,613千トン／

年（排出量の70.5％、発生量の60.5％）となった。

自己減量後量が、①有効に利用されたり（自己中間処理後有効利用量：７２

千トン/年、排出量の3.1％)、②自己の埋め立て地に処分したり（自己理ウ

処分量：249千トン/年、同10.9％)、③中間処理及び最終処理を委託したり

(委託処理量：1,282千トン/年、同56.0％)、④有効利用や自己埋立処分及
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島喚地域の産業構造と産業廃棄物（大城肇）

び委託処理されることなく保管されている（その他量：10千トン/年、同０．０４

％)。

委託処理量のうち、自治体による中間処理量と業者による中間処理量の合

計である委託中間処Ｈｆ鱈kは629千トン/年（委託処理量の49.1％、排出量の

27.5％）であり、残りの653千トン/年（同50.9％、同28.5％）が委託未処理

最終処分量である。

業者自身の自己中間処理量（532千トン/年）と委託中間処理量（629千ト

ン/年）を加えた分が中間処理量（1,449千トン/年、排出量の63.3％）であ

る。中間処理で自己減量化した量（532千トン/年）と委託による減量化量を

加えた分は全体の減量化量（587千トン/年、排出量の25.7％）である。排出

量の約四分の一は減量化されている。

委託中間処理後量の97.7％（561千トン/年）は委託中間処理後再利用量と

なるが、それは自己処理中の有効利用量（215千トン/年）と合わせてリサイ

クル可能な再利用量（776千トン/年）となり、さらに自己処理中の有価物量

を加えて資源化圏【(1,152千トン/年、発生量の43.2％)となっている。

委託未処理最終処分量に委託中間処理後最終処分量（13千トン/年）を加

えた委託最終処分量（666千トン/年、排出量の29.1％）に自已埋市処分量

(249千トン/年、同10.9％）をさらに加えたものが最終処分量（915千トン／

年、発生量の34.3％）となる。

すなわち、沖縄県の1994年度の産業廃棄物の発生量の内訳は、22.0％が減

量化され、34.3％が最終処分に回され、43.2％が資源化量となっている。環

境低負荷型社会ないし循環型社会の構築のためには、発生量そのものの削減

と並んで、減量化と資源化を促進して、最終処分量を低減する努力を続ける

必要があろう。

以上の産業廃棄物統計は、実態調査に基づくデータをもとにしているが、

農業に関しては、アンケート調査は行わず、県の関係部局の資料を基に発生

量のみを推計している。それによると、(8)農業分野の産業廃棄物発生量は

-145-



琉球大学・経済研究（第59号）2000年３月

1,653千トン/年であり、種類別では家畜糞尿（99.9％）がほとんどであり、

残り0.1％は廃プラスチック類である。

農業を含めた沖縄県の産業廃棄物（199M4年度分）は、4,317千トン/年とな

り、その38.3％が家畜糞尿を中心とする農業である。次いで、建設業（25.2

％）、製造業（18.2％)、電気・水道業（12.7％）等となっている。種類別

では、家畜糞尿（38.3％)、建築廃材（21.7％)、汚泥（209％)、動・植物残

置（7.4％）等となっていて、産業特性が強く反映している。

産業廃棄物の処理・処分については、行政の役割も重要であるが、何にも

増して排出源の事業者の意識の高揚と実践が肝要となる。しかし、現実には

産業廃棄物の処理で頭を痛めているのが現状である。産業廃棄物に関する排

出業者へのアンケート調査の結果を見ると､(，)産業廃棄物問題で困っている

と回答した事業所は、卸・小売業や建設業を中心に43.6％を占めている。さ

らに、困窮の内容を見ると、①委託にカネがかかりすぎる（45.4％)、②自

社内での中間埋立が困難（212％)、③自社内での再生利用が困難（147％）

等となっている。しかし、今後の望ましい処理・処分の形態についての意識

をみると、①処理業者に処理・処分を委託（29.5％）や②公共団体に処理・

処分を委託（22.0％）のウエイトが高く、他人依存型の体質が伺われる。

産業廃棄物の再利用・減量化・最終処分率について、沖縄県（1994年度）

と全国（1992年度）を比べると（表１)、再利用率と減量化率は全国よりも

低く（それぞれ－５％、－８％)、最終処分率は高く（＋17％）なっている。

再利用率で全国より高い種類は、ガラス・陶磁器くず、建設廃材、汚泥、廃

油、紙くず、動・植物性残置である。同じく減量化率が全国を上回るのは、

ゴムくず、廃アルカリ、木くず、繊維くずの４種である。全国以下の最終処

分率は、再利用や減圏[化の進んでいるゴムくず、ガラス・陶磁器くず、廃ア

ルカリ、紙くず、動・植物性残置にみられる。
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表１ 最終処分率等の全国比較

(単位：％）
皿皿■■皿皿皿皿皿皿皿皿皿■■■■・

■皿回皿皿皿■皿団■■皿皿皿皿皿皿皿皿皿■■■■・川
■皿函皿皿皿■皿皿■■皿皿皿皿皿皿皿皿皿■■■■。露
り質が高いもの。

業廃棄物排出・処理状況調査
驚鍵は全国ﾚﾍﾞﾙの数値より質が高いもの。
全国レベル数値の出展は、産業廃棄物排出・処理状況調査
注１）沖縄県の率には、その他鼠を除いて計算しているた
性２）燃え殻の率は、他の廃棄物を中間処理することによ

るため、100％にならない。

出典：沖縄県環境保健部（1996）
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４沖縄県の産業スカイライン分析

（１）産業スカイライン分析モデル

島喚県・沖縄の産業構造を分析するアプローチとして、ここでは産業スカ

イライン分析を行う。(､産業スカイラインは、産業構成比と産業別自給率に

ついての情報を同時に示してくれる。以下の分析は、総務庁『昭和55年一昭

和60年一平成２年地域産業連関表』のデータを使って行う。

スカイライン分析は、仮説的自給体系を示すことによって、自給率の高い

産業構造をビルトインする上での産業部門の相対的強弱や戦略的産業部門の

選択等について、有益な示唆を与えてくれる分析手法である。国内の地域産

連データにもとづく場合、生産、移輸出、移輸入の交錯が描く産業スカイラ

インによって、その地域経済の投入産出構造と対外取引構造との間の関係を

明確にすることができる。

投入産出分析のフレームワークにしたがって、競争輸入型のモデル経済の

バランス式を次のように表す。

ＡＸ+Ｆ＋恥十回－Ｍ`－１１`＝Ｘ（１）

ここで、Ａ、Ｘ、Ｆ､唖、Ｅ､Ｍ３及び〃は、それぞれ投入係数行列、産出ベ

クトル、最終需要ベクトル、移出ベクトル、輸出ベクトル、移入ベクトル及

び輸入ベクトルである。いま、投入係数行列Ａを所与とし、最終需要ベクト

ルFや移輸出ベクトルE`、Ｅとともに、移輸入ベクトルＭ`、AIも外生的に与

えられるものとする。このとき、各産業部門の産出水準は、

Ｘ＝〔１－Ａ〕'〔Ｆ＋団＋Ｅ－Ｍａ－皿〕（２）

あるいは、

Ｘ＝Ｘ>＋Ｘｂ－Ｘｈ,、

ここで、

Ｘ)＝〔１－Ａ〕nＦ（３）

Ｘｂ＝〔1-Ａ〕･'〔込十E〕（４）

Ｘｂ,＝〔1-Ａ〕'〔Ｍｄ＋剛（５）
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によって求められる。

スカイライン分析は、(3)式～(5)式に着目して、Ｆ、唖十Ｅ、Ｍ３＋Ｍの大

きさにそれぞれ対応する産出水準ベクトルX>､Ｘｅ、Ｘｂを求め、しかる後、

X)＋Ｘｏ－Ｘ爾によって現実の産出水準Xを求める方法である。したがって、

以下の四つの産出水準からなる仮説的自給体系が得られる。

（｡）完全自給産出水準：ｘ)＝〔１－Ａ〕-1Ｆ

移輸出入がなく、県内の最終需要（それから誘発される中間需要を含

む）を完全に県内生産したときの直接・間接の波及を含む各産業の産

出水準。

（６）移輸出による充足産出水準：Ｘ・＝〔1-Ａ〕】〔風十Ｅ〕

移輸出需要を完全に県内生産によって充足したときの直接・間接の波

及を含む各産業の産出水準。

（c）移輸入による節約産出水準：Ｘｈ＝〔1-Ａ〕1Ｗｂ＋Ｍ

現実の移輸入相当分を完全に県内生産したときの直接・間接の波及を

含む各産業の産出水準。

（｡）現実の産出水準：Ｘ＝Ｘ,＋ｘｏ－Ｘｈ

県内最終需要による生産誘発額X)に移輸出による生産誘発額Ｘ・を加

えた産出水準から移輸入による節約産出額鶏を控除した各産業の産

出水準。

いま、各産業の産出水準が各々の県内最終需要にちょうど見合う水準に実

現したとすれば、Ｘ＝Ｘ'である。もしX＞X｢ならば、県内産業は県内最終需

要を充足する水準以上に生産しており、Ｘ－Ｘ７に相当する分を県外へ移輸出

していることになる。逆に、Ｘ＜X,ならば、県内最終需要を充足するための

不足分を県外から移輸入していることになる。

そこで、

（XZX>）=1+（X･/XＤ－（ＸＭＸＤ

に留意すると、次の四つの指標が得られる。つまり、Ｘ)＝100とおいて、そ
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れぞれを指数化することと同じである。

α＝（XﾌﾒXr）×100＝県内最終需要による生産誘発度（＝100）

β＝（Ｘｅ/Ｋｒ）×100＝移輸出による生産誘発度

γ＝（ＸＭＸＤ×100＝移輸入による生産節約度

Ｇ＝（X/X,）×100＝県内自給率（％）

県内産業についてど＞100である産業部門は移輸出指向型産業であり、ど

く100である産業部門は移輸入依存型産業であるということがいえる。この

eを産業部門ごとに求め、それをグラフに描くことによって、山並みのスカ

イラインに擬せられる産業スカイラインが得られるのである。なお、

ｅ＝α＋β－γ

が成立する。

（２）生産構成比と自給率

総務庁（1992）のデータをもとにしたスカイライン分析の結果を用いて、

島蝋県・沖縄の産業構造を分析してみよう。ただし、1990年までのデータ期

間について行う（表２)。

まず、４６部門分類に従って、各産業部門の生産比率（生産構成比）を1980

年から1990の10年間についてみると、以下のような特徴がある。

①第一次産業部門は農業の生産比率の低下が大きく、430％から3.06％へ

低落している。ただし、全国（1990年）の3.02％よりやや高い。

②第二次産業部門の生産比率は、1980年の41.67％から凋落傾向にあり、

とりわけ製造業はこの10年間で8.59ポイントもウエイト・ダウンしてい

る。建設業は生産比率を低下させてはいるが、全国の10.46％に比べる

と、17.19％と高い｡

③第三次産業部門の生産比率は1980年の52.16％から85年には58.11％、９０

年には63.87％と漸次増加し、全国（90年）の42.67％を大きく上回って

いる。
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